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目　　的
　渓流釣り場では、天然魚を守りつつ、遊漁
者に喜んでもらえ、漁協の経営を安定させる
ための漁場管理の方法が求められています。
そのため水産庁では、自然条件と社会条件に
応じて渓流魚の生息域をいくつかの区域（ゾー
ン）に分け、増殖や保全、利用を図ること、
すなわちゾーニング管理を提唱しています。
ゾーニング管理の1手法として、禁漁区の設
定が各地で行われていますが、遊漁者がどの
程度の価値を感じているのか計測を行った事
例はありませんでした。
方　　法
　インターネットを利用して、2009年に渓
流釣り（イワナ・ヤマメ・アマゴ釣り）を行
った遊漁者1,649人を、北海道と沖縄を除く
全国の20歳以上の男性13万人の中から抽出
してアンケート調査を行いました。なお、ア
ンケートにあたっては、禁漁の解禁後に遊漁
をおこなうということで、「禁漁区」ではな
く「休漁区」という用語を使用しました。
休漁区の設定により天然魚が増大した河川を
解禁した場合の評価額を明らかにするため、
仮想市場評価法（CVM）による分析をおこ
なう質問を設定しました（図）。加えて、解
禁した釣り場の評価額に影響を与える要因、
すなわち説明変数の候補を選択するための質
問項目を、アンケートの設問に加えました。
結　　果
　CVMによる分析の結果、禁漁区を解禁し
た釣り場に対する支払意思額は、平均で
23.5%通常の日釣り券よりも高い金額を支払
うという結果が求められました。このことは
禁漁区を設定した場合、解禁時には通常より

2割程度高い遊漁料を設定しても受け入れら
れる可能性を示しています。さらに、禁漁区
を解禁した釣り場に対して通常より高い遊漁
料を支払う遊漁者は、天然魚への志向が強い
人、渓流釣り歴が長い釣り人、環境に配慮し
た増殖方法を望む人などでした（表）。
波及効果
　禁漁区の解禁に際して、上記のような遊漁
者を対象に宣伝をおこなった上で遊漁料の値
上げをしても、遊漁者の抵抗感をそれ程増さ
ず、漁協の経営改善に役立つことが期待され
ます。なお、禁漁区の解禁は、資源保護の観
点を踏まえることが重要です。
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